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産業廃棄物処理施設の構造に関する基準 

（平成５年11月16日 市長決定） 

（平成７年11月10日 改  正） 

（平成11年11月11日 改  正） 

（平成14年12月20日 改  正） 

（平成26年４月１日 改  正） 

（令和６年１月17日 改  正） 

（令和７年７月28日 改  正） 

第 1 趣旨 

この基準は、神戸市産業廃棄物処理施設指導要綱（以下「指導要綱」という。）第 10 条の

規定により、産業廃棄物処理施設の構造に関し必要な事項を定める。なお、本基準に定めの

ない事項については、法第 15 条の 2（規則で定める産業廃棄物処理施設の技術上の基準及

び一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令

（昭和 52 年総理府・厚生省令第 1 号））に基づくこと。 

 

第 2 定義 

この基準における用語の意義は、指導要綱第 2 条に定めるところによる。 

 

第 3 産業廃棄物処理施設の共通基準 

産業廃棄物処理施設の構造に関する共通の基準は、次のとおりとする。 

(1) 囲い等 

産業廃棄物処理施設に係る土地の周囲には、みだりに人が当該施設に立入るのを防止す

るため、必要に応じて囲いを設けること。また、出入口に施錠できる門扉を設けること。 

(2) 表示等 

門扉付近の見やすい箇所に、下図により産業廃棄物処理施設であることを表示する立札

その他の設備を設けること。 

 

産業廃棄物処理施設の種類           （                ）   25 

設 置 者 名 ○○○○株式会社   許可番号第○○○○○○○○○○号   25 

産 業 廃 棄 物 の 種 類    25 

許 可 の 期 間 年  月  日 ～    年  月  日   25 

管 理 者 名  連 絡 先    25 

       
←―――-50-―――→ ←―――-50-―――→ ←―25―→ ←―――――75―――――→    

←――――――――――――――――――200――――――――――――――――――→    

立札等の図 
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（注）1 寸法の単位は cm とする。 

2 材質は耐久性のあるもので、強度が十分にあるものとする。 

3 下地を白地、文字を黒色とすること。 

4 産業廃棄物処理施設の種類は、積替え・保管施設、中間処理施設又は最終処分の別を記

入すること。中間処理施設にあっては、（ ）内に処理方式を記入すること。 

5 許可番号については、営業用処理施設にあっては処理業の許可番号、自家用処理施設に

あってはその旨及び施設設置の許可番号又は施設設置届の受理番号を記入すること。 

6 管理者名及び連絡先は、責任をもって対応しうる者の氏名、電話番号を記載すること。 

 

(3) 緑地 

産業廃棄物処理施設の設置にあたっては、できる限り敷地の緑化に努めるとともに、敷

地周縁に次の幅の緩衝緑地を設け、原則として植樹を行うこと。 

ア 最終処分場にあっては、原則として敷地境界から内側へ水平距離で 5m 以上。 

イ 中間処理施設にあっては、原則として敷地境界から内側へ水平距離で 1m 以上。 

ウ 積替え・保管施設にあっては、事務所等の周辺に植樹を計画するように努めること。 

(4) 搬出入道路及び場内通路 

ア 産業廃棄物処理施設の搬出入道路にあっては、事業計画に基づき搬出入車両にみあ

う幅員及び構造とすること。なお、計画にあたっては、既存の交通の質と量、並びに

自動車及び歩行者等の交通動態を調査し計画の幅員に反映すること。 

イ 場内通路は搬入車両の通行に支障がないよう十分な幅員を確保すること。 

ウ 場内通路は必要に応じてほこりのたたないよう、舗装等を施すこと。 

(5) 消火設備 

適切な消火設備を設けること。 

(6) 洗車設備 

運搬車両等に付着した泥等を洗い落とすことができる洗車設備を設けること。 

(7) 駐車設備 

車両の通行及び産業廃棄物の処理に支障が生じないよう、十分な広さの駐車設備を設け

ること。 

(8) 管理事務所 

産業廃棄物処理施設の敷地内に施設の維持管理及び搬入物の管理の事務等を行うのに

十分な広さの管理事務所を設置すること。 

(9) 搬入管理設備 

搬入管理設備は、搬入される産業廃棄物が許可品目及び受入基準に合致しているかどう

かの検査及び数量の把握・記録等を行うことができるものとすること。 

(10)使用重機等 

周辺環境の保全を確保するため施設内で使用する重機等は、低騒音型のものを使用する

こと。 

 

第 4 最終処分場 

最終処分場の構造に関する基準は「第 3 産業廃棄物処理施設の共通基準」で定めるもの

のほか、次のとおりとする。 
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1 囲 い 

敷地境界に高さ 1.8m 以上のネットフェンス等を設けること。 

 

2 貯留構造物 

埋め立てる産業廃棄物の流出を防止するため、擁壁、えん堤等を設置すること。 

(1) 擁 壁 

ア 擁壁の種類 

擁壁の種類は原則として、石積（ブロック積）擁壁、もたれ式擁壁、重力式コンク

リート擁壁、Ｌ型鉄筋コンクリート擁壁、逆Ｔ型鉄筋コンクリート擁壁、控え壁式鉄

筋コンクリート擁壁及び特殊擁壁（棚式擁壁、箱型擁壁等）とし、Ｈ綱等杭により土

留めを行う構造の壁の擁壁は禁止する。 

イ 擁壁の高さ 

擁壁の高さは下記表のとおりとし、最高でも 15m 以下とすること 

形   式 選定上の高さ 

石積（ブロック積）擁壁 Ｈ ≦ 3m 

もたれ式擁壁 Ｈ ＝ 3～8m 

重力式コンクリート擁壁 Ｈ ≦ 5m 

Ｌ型鉄筋コンクリート擁壁 Ｈ ＝ 3～8m 

逆Ｔ型鉄筋コンクリート擁壁 Ｈ ＝ 3～9m 

控え壁式鉄筋コンクリート擁壁 Ｈ ＝ 5～9m 

特殊擁壁（棚式擁壁、箱型擁壁等） 地形に応じて最高15m 

※石積（ブロック積）擁壁、もたれ式擁壁については、安定型最終処分場以外は使用

してはならない。 

 

ウ 擁壁の安定 

滑動、転倒、基礎地盤の支持力に対する安定については、宅地造成等規制法第 8 条

の基準に基づき計画すること。なお、基礎地盤の支持力に対する安全率は、常時 3.0

以上、地震時 2.0 以上とすること。 

エ 排水設備 

擁壁の上端及び下端にＵ字溝等の排水設備を設置すること。 

オ 水抜穴（安定型最終処分場に限る。） 

(ア) 水抜穴は、内径 75mm 以上の塩ビ管その他これらに類する耐水性材料を用い、3m2

に 1 ヶ所以上設けること。 

(イ) 水抜穴は、擁壁の下部や湧水等のある箇所に有効に設置すること。 

(ウ) 水抜穴は、排水方向に 2％程度の勾配をとること。 

カ 透水層 

(ア) 水抜穴の入り口には、水抜穴から流出しない程度の大きさの栗石等を置き、砂

利、背面土等が流出しないようにすること。 

(イ) 擁壁裏面（管理型最終処分場にあっては、上層遮水工の裏面）の浸透水、湧水

等の排水を容易にするため、擁壁の裏面全面に 30～40cm の砂利等で透水層を設け、
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背面を良質土で埋め戻すこと。 

(ウ) 管理型最終処分場にあって、背面に廃棄物を埋立する場合は、透水層を設けて

はならない。なお、この場合にあっては、従来の計算（土圧）に水圧を加算し擁

壁の安定を検討しなければならない。 

キ 伸縮目地 

壁の伸縮目地は一般に、重力式擁壁などでは、10m 以下に、片持ちばり式及び控え壁

式擁壁等では 15～20m 間隔に設けるものとし、この面では鉄筋は切るものとする。ただ

し、管理型埋立処分地にあっては、伸縮目地部に止水ゴム又は遮水工を設けること。 

ク 擁壁が遮水工を兼ねる場合は、次の要件を備えていること。 

(ア) コンクリート擁壁を防水加工する等、不透水性の材料で築造又は被覆されてい

ること。 

(イ) 産業廃棄物及び産業廃棄物の保有水等による腐食を防止するための措置が講じ

られていること。 

(2) えん堤 

ア えん堤の種類 

えん堤は原則として均一型盛土堤、ゾ－ン型盛土堤及び表面遮水工型盛土堤とする。 

イ 斜面勾配 

えん堤の平均斜面勾配は、1：2 ～ 1：4 の範囲内にあること。 

ウ 天端幅 

天端幅は以下の式により算定する。 

Ｂ ＝ 0.2 Ｈ ＋ 2.0 Ｂ：天端幅（m） 

ただし、Ｂ ≧ 3.0m Ｈ：堤高（m） 

エ 小段 

えん堤斜面には、必要に応じ小段を設けること。 

オ えん堤及び基礎地盤の安定性の検討 
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原則として、臨界円による円形滑り面法により、滑り破壊の検討を行うこと。この

場合、安全率（常時・地震時）は 1.2 以上とすること。（設計基準：農林水産省発行

「土地改良事業計画設計基準 設計ダム」） 

 

3 盛土・切土 

(1) 盛土 

ア 法面の勾配 

盛土法面の勾配は原則として 1：2 以下とする。 

イ 法面の形態 

(ア) 高さ 3m にあっては幅 1m 以上、高さ 5m にあっては幅 2m 以上の小段を設けるこ

と。 

(イ) 原則として小段の 3 段目ごとに 5m 以上の大段を設けること。 

(ウ) 盛土高さが 10m 以上については、円弧すべり等の安定計算を行うこと。この場

合、安全率（常時）は 1.2 を標準とすること。 

(エ) 法尻と擁壁の天端との間に必要な距離を確保すること。 

(オ) 盛土高さは、原則として擁壁高さの 3 倍又は 30m 以下とすること。 

ウ 段切り 

基礎地盤の勾配が 1：5 以上の斜面上に埋立を行うときは、必要に応じ、原地盤を

高さ 50 ㎝以上、幅１m 以上の段切りをし、多少の勾配をとって水はけをよくするこ

と。なお、安定型最終処分場にあっては、埋立工程に併せて施工することができる。 

エ 表面排水 

小段及び大段の法尻及び盛土法面の最上部には、Ｕ字溝等の表面排水設備を設ける

こと。 

オ 法面保護 

法面造成後直ちに以下の措置を講じること。 

(ア)法枠等の構造物による法面保護工 

(イ)樹木の植栽工 

(ウ)種子吹付等植生工 

カ 地すべり防止工 

傾斜地には地すべり防止工として、適当な位置に盛土高の 1／5 以上の高さのフト

ン籠えん堤、コンクリートえん堤等を必要に応じて設置すること。 

(2) 切土 

ア 法面の勾配 

(ア) 切土法面の勾配は、原則として水平面に対し、軟岩（風化の著しいものを除く。）

の場合は 60 度以下、風化の著しい岩の場合は 40 度以下、砂利、真砂土、硬度粘土

その他のこれらに類する場合は 35 度以下とすること。 

(イ) 切土法面の勾配を(ア)で規定する勾配以上で行う場合は、地質調査で行った土

質試験等の結果をもとに、円弧すべり等の安定計算を行うこと。この場合、安全率

（常時）は 1.2 以上を標準とすること。 

イ 法面の形態 
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(1)の盛土と同様とする。 

ウ 表面排水 

(1)の盛土と同様とする。 

エ 法面保護 

(1)の盛土と同様とする。 

 

4 埋立地内部仕切設備 

産業廃棄物の飛散・流出を防止し、埋立を効果的に行うため、必要に応じ埋立地内に

仕切り設備を設けること。 

 

5 雨水集排水設備 

廃棄物埋立地以外の雨水は埋立地周辺に速やかに排水できる排水溝を設けること。設置

する雨水集排水設備の構造は下記により設けること。 

雨水集排水設備の概念図 

(1) 周辺部集排水溝 

ア 埋立地周辺からの雨水を集水し、埋立地内への流入防止を目的としたＵ字溝等の排

水溝を設けること。 

イ 排水溝の水路断面勾配は、地域条件に左右されるが、原則として 1～2％程度かつ

その流速は 0.8～2.5m/s とすること。 

(2) 埋立地表面集排水溝 

ア 最終覆土を確実な転圧で行ったのち、埋立地の表流水を排水するＵ字溝等の排水溝

を効果的に設置すること。 

イ 法面の雨水について、排水溝の両肩が洗掘されないように、肩部をコンクリート等

で覆う等の対策を講じること。 

ウ 小段排水溝に向かって 5％程度の水切り勾配をつけること。 

(3) 雨水集排水溝の設計 

ア 雨水集排水溝の設計に係る計画流量の算定及び水路断面の決定については、「廃棄

物最終処分場整備の計画・設計要領」又は「都市計画法第 33 条・宅地造成等規制法
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第 8 条」に基づき計画し、基準となる数値については「神戸市開発事業の手続及び基

準に関する条例」を参考にすること。 

イ 原則として、開渠にあっては余裕高を 0.2Ｈ（Ｈ：水深）、暗渠にあっては流量の 2

倍を流下できる管径とすること。 

 

6 地下集排水設備 

埋立地には、地下水や湧水及び浸出水（雨水及び湧水）を速やかに排除するため、地下

集排水設備（底部及び中間集排水管（埋め立てた産業廃棄物の中間覆土層上部の集排水管）、

法面集排水管、竪型集排水管）を設けること。 

地下集排水設備の概念図 

(1) 地下集排水設備の構造は有孔管等を栗石及び砂利等の被覆（フィルタ－）材で覆った

暗渠排水設備とすること。 

ア 集排水管の材料は有孔ヒューム管とすること。 

イ 被覆材には粒径 50mm～150mm の栗石又は砕石を用い、空隙を砂等で充填しないこと。

被覆材の幅は管径の 3 倍以上とすること。 

ウ 流速が変化する等の適切な場所に、会所等を設けること。 

(2) 底部集排水管及び中間集排水管は、埋立地の形状や埋立工法に応じて上下流方向に幹

線を布設し、設置間隔は、概ね 20m を目安とすること。また、横断方向には支線を接続

すること。 

ア 管理型最終処分場にあっては、地下水や湧水と浸出水の集排水管は別々に設置する

こと。地下水や湧水の集排水管は下層遮水工の下部に設置すること。ただし、安定型

最終処分場にあっては、浸出水集排水設備と兼用することができる。 
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イ 地下集排水設備の端末には水質検査用の集水桝を設けること。 

ウ 集排水管の内径は、幹線 300mm 以上、支線 150mm 以上とすること。なお、管理型

最終処分場については、管径の 50％以下に計画流量が納まること。 

エ 底部、中間の集排水管については、下図を参考のこと。被覆材の積上げ高さは、埋

立地底部から 50cm 以上とすること。 

底部の集排水管の例 

オ 浸出水排水管の設計に係る計画流量の算定及び断面の決定については、「廃棄物最

終処分場整備の計画・設計要領」を参考にすること。 

カ 浸出水調整用の調整バルブを設ける場合は、水圧及び廃棄物の内部摩擦の低下を考

慮した擁壁、えん堤等の計算（円弧すべり計算等）を行うこと。 

(3) 法面集排水管や竪型集排水管の配置間隔は、概ね 50m を目安とし、1 ha あたり 2 本

以上とすること。 

ア 底部の集排水管については、前図（底部の集排水管の例）を参考のこと。被覆材の

積上げ高さは、遮水工上部から 50cm 以上とすること。 

イ 竪型集排水管の構造については、次図を参考のこと。管は自立できるようフトン籠

等により根元を固定し、被覆材を管の回りに巻いて立ち上げていくこと。なお、埋立

の進行に応じて管を継ぎ足していくことを原則とし、最初の高さは概ね 5m とするこ

と。 

竪型集排水管の例 

7 遮水工 

管理型最終処分場にあっては、「共同命令」及び以下の事項を遵守し計画すること。 

(1) シート工法で行う場合は、次のことに留意して施工すること。 

ア 草木はすべて伐採・除根し、角礫、突起物を除去して締固めを十分に行い、平滑に

仕上げること。また、岩盤や大きな礫の露出下地の凹凸保護等に対しては、状況に応

じ養生シート（ナイロン帆布、不織布等）の敷込みを行うこと。 
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イ 産業廃棄物や浸出水の圧力により地盤が不等沈下し、局部的に大きなひずみを生ず

るおそれのある場合や、作業機械等の局部的な大きい荷重によりシートの下地が破損

するおそれのある場合には、置換工等による地盤改良、地盤の締固め等の措置を講じ

ること。 

ウ 法面遮水工において、締め固めが十分に行えない場合には、ソイルセメント処理（土

とセメント等との混合固結化処理）を行うこと。 

エ シートが移動しないように端部をアンカーボルト又は端部埋戻し等により固定す

るとともに、接合部は応力の集中箇所を避けること。 

オ 接合面の重ね合わせについては、構造物取合固定接着幅は 300mm 以上、シート重ね

接着面は 200mm 以上とし、補強テープの幅は 150mm 以上とする。 

カ 産業廃棄物による破損を防止するため、良質土でシート上部に 50cm 以上（法面に

あっては、埋立状況に応じて常に廃棄物の上面より 3m 以上の高さを確保するように

施工することができる。）又は、不織布等で 2cm 以上の保護層を設けること。 

遮水工の概念図 

8 浸出水処理設備 

管理型最終処分場にあっては、放流先の公共用水域等の汚染を防止するため、地下集排

水施設によって集められた浸出水を処理する浸出水処理設備を設けること。浸出水処理設

備には、放流水のｐＨ及びＣＯＤを連続測定し、記録できる機器（ｐＨ計及びＵＶ計）を

設置すること。 

(1) 浸出水の処理方法 

浸出水の処理は、放流水質を確保するために必要となる処理方法並びに除去対象物質及

び除去の程度によって決まるが、基本的には下図のような処理フローとすること。 

(2) 計画流入水質 

計画流入水質は原則として、埋立廃棄物が類似している他の処分場の水質を調査し、そ

の処分場と自己の処分場の埋立構造、埋立作業、集水面積の違いを考慮した上で決定する

こと。 

浸出水→ 調整槽 → 生物処理 → 凝集沈殿 → 砂濾過・活性炭処理 →放流 

 

 汚泥脱水処理 ―――――――――――――――――――――――→処分 

浸出水の処理フロー 
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(3) 放流水質 

放流水質が、別途定める産業廃棄物処理施設の維持管理に関する基準に適合するような

設備とすること。 

(4) 計画流入水量 

浸出水処理設備の能力が、計画流入水量以上のものを設置すること。なお、埋立中、雨

水が浸出水排水管に浸透する場合は、雨水流入量を加えた水量を計画流入水量とすること。 

原則として、次式を用いて算出すること。 

 

Ｗ＝Ｑ＋Ｓ 

 

Ｑ ＝ 
000,1

1
 Ｃ・Ｉ・Ａ 

 

Ｗ：計画流入水量（m3／日） 

Ｓ：雨水流入量（m3／日） 

Ｑ：浸出水量（m3／日） 

Ｉ：最大月間降雨量の日換算値（7.0mm／日） 

Ｃ：浸出係数（埋立中：0.6、埋立済：0.4） 

Ａ：埋立面積（m2） 

(5) 浸出水調整設備 

原則として、計画流入水量の 5 倍以上とし、緊急の場合の超過分は調整バルブを設置し、

埋立地内で貯留すること。また、浸出水処理設備が浸出水調整設備より上部にある場合は、

汲み上げポンプを非常時に備え 2 系統以上設置すること。 

 

9 発生ガス通気設備 

管理型最終処分場にあっては、発生ガスによる火災や周辺立木の枯死等を防止するため、

通気装置（ガス抜き設備）を設けて埋立地から発生するガス（メタン、アンモニア、硫化

水素、硫化メチル、メルカプタン等）を排除し、必要に応じ発生ガスの処理を行うこと。 

ガス抜き設備の構造 

(1) 地下集排水設備との兼用 

ガス抜き設備は、竪型集排水管及び法面集排水管と兼用することができる。 

(2) ガス抜き設備の構造 

ア 法面ガス抜き設備では、原則として蛇籠と有孔ヒューム管を組み合わせたものとし、

蛇籠の径は概ね 500mm 程度とする。 
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イ 竪型ガス抜き設備の場合は、有孔ヒューム管を埋立の進捗に応じて接続していく方

式等を用い、管径は概ね 150mm 以上とする。 

(3) ガス抜き設備の配置 

ガス抜き設備の間隔は、埋立の深さが 10～20m 程度では 50m 程度とし、1 ha あたり 2

本以上とすること。 

 

10 モニタリング設備 

発生ガス（管理型最終処分場に限る）及び地下水のモニタリング設備を設置しなければ

ならない。 

(1) 発生ガスモニタリング設備の構造 

竪型浸出水集排水設備又はガス抜き設備を利用することができる。 

(2) 発生ガスモニタリング設備の位置及び本数 

埋立地の状況を適切に把握できる位置に 1 ha あたり 2 本以上設けること。 

(3) 地下水モニタリング設備の構造 

管径は 100mm 以上とし、第 1 帯水層部にストレーナを設けること。設計にあたっては、

次図を参考にすること。なお、土質調査用のボーリング孔を利用することができる。 

地下水モニタリング設備の例 

(4) 地下水のモニタリング設備の位置及び本数 

汚染物質が地下水に拡散する以前にその漏出を検査するため以下の場所に 2 か所以上

設置すること。 

ア 地下水の流向に沿って埋立地の上流側及び直下流に 1 か所以上設けること。 

イ 汚染物質の拡散によって最も早く影響が出る可能性の高い下流の既設井戸を対象
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とするか、若しくはその周辺に井戸を新設するかして 1 か所以上設置すること。 

 

11 基準点 

(1) 基準点の設定は、沈下等変位のない構造及び位置であること。 

(2) 埋立地周辺に、基準点を 2 か所以上設置し、埋立地の築造、廃棄物の埋立高さ、覆土

の高さ等が常に判別できるようにすること。 

 

12 埋立区域及び最終仕上げ高さ 

(1) 埋立区域及び最終仕上げ高さは、次図の区域杭を設置し区域を明確にすること。ただ

し、雨水集排水設備（周辺部集排水溝）を同位置に設置するときは、省略することがで

きる。 

埋立区域杭及び最終仕上げ高さ杭の例 

(2) 埋立区域杭及び最終仕上げ高さ杭は、原則として 20m 毎に 1 か所とし、すべての変化

点に設置すること。 

 

13 防災調整池（洪水調整池） 

防災調整池の構造及び容量は、森林法に基づく基準及び兵庫県「重要調整池の設置に関

する 技術的基準及び解説」に基づき設置すること。 

 

第 5 中間処理施設及び積替え・保管施設 

中間処理施設及び積替え・保管施設の構造に関する基準は、「第 3 産業廃棄物処理施設

の共通基準」で定めるもののほか、次のとおりとする。 

 

1 中間処理施設及び積替え・保管施設の共通基準 

(1) 囲い等 

みだりに人が敷地に立ち入るのを防止するため、高さ 1.8m 以上の万能鋼板、又はこれ

らと同等の効果を有する囲いを敷地境界に設けること。 

(2) 構造耐力 

建築基準法等において定めた設計基準に準じて設計し、自重、積載荷重その他の荷重、

地震力及び温度応力に対して、構造耐力上安全であること。 
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(3) 処理能力 

ア 施設の処理能力は、計画処理能力を満たすものであること。 

イ 中間処理施設にあっては、実稼働時間が 8 時間に達しない場合は、稼働時間を 8 時

間とした場合の定格標準能力とする（公称能力の 1 時間値×8）。実稼働時間が 8 時間

以上の場合は、実稼働時間の定格標準能力とする。 

(4) 腐食の防止 

産業廃棄物及びその処理に伴い生ずる排ガス、排水及び施設において使用する薬剤等に

よる腐食を防止するため、耐酸性、耐アルカリ性、耐熱性などの材料を用い必要な措置を

講じること。 

(5) 飛散、流出及び悪臭の防止 

ア 産業廃棄物の飛散及び流出並びに悪臭の発散を防止できる構造とすること又は必

要な設備を設けること。 

イ 中間処理施設の本体は建屋内に設置すること。 

ウ 敷地の周囲に雨水排水溝を設置し、その末端に油水分離槽を設置すること。ただし、

処理する産業廃棄物から油の流出のおそれがないと認められる場合、又は油水分離槽

と同等の性能を有する施設を設置する場合はこの限りではない。 

エ 廃油、廃酸、廃アルカリ及び高含水汚泥を取扱う施設にあっては、事故時における

受入設備その他の設備からの廃油等の流出を防止するために必要な流出防止堤その

他の設備を設けること。 

(6) 粉じんの防止 

産業廃棄物の積替え、破砕、粉砕等により粉じんが発生するおそれのある場合には、粉

じんの周囲への飛散を防止するために必要な集じん機、散水装置等の粉じん防止設備を設

けること。 

(7) 騒音及び振動の防止 

著しい騒音及び振動の発生により周囲の生活環境を損なうおそれのある場合には、遮音

壁、防振設備等を設けること。 

(8) 地盤面等の被覆及び地下水モニタリング設備 

廃油、廃酸、廃アルカリ、高含水汚泥又は有害物質を含む産業廃棄物を取り扱う施設に

あっては、産業廃棄物の地下浸透を防止するため、施設が設置される床又は地盤面は、産

業廃棄物の性状により、不透水性の材料又は廃油が浸透しない材料で築造され、又は被覆

されていること。なお、貯留設備、反応槽からの漏洩を確認・防止できる構造であること。

また、必要に応じ地下水モニタリング設備を 1 か所以上設けること。 

(9) 排水処理設備 

中間処理工程から発生する汚水を公共下水道を経ずに公共用水域へ放流する場合は、そ

の水質を生活環境保全上の支障が生じないものとするために必要な排水処理設備を設け

ること。 

(10) 排ガス処理設備 

中間処理施設から発生する排ガス等により生活環境の保全上支障が生じないよう有害

ガス除去設備等を設けること。 
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(11) 空地の確保 

作業に支障がないよう必要な空地を確保すること。 

(12) 保管設備 

ア 中間処理施設に係る産業廃棄物の保管設備及び処理された産業廃棄物の保管設備

は、必要な保管能力を有すること。 

イ 積替え・保管施設においては、適正に処理できる保管場所を設けること。 

ウ 保管設備の構造は、第 5 の 1 及び 3 で定める積替え・保管施設に準じた設備である

こと。 

(13) その他の設備 

(1)～(12)に準じて環境局長が指示する設備を設けること。 

 

2 中間処理施設の個別基準 

(1) 焼却施設 

ア 排ガス処理設備は、別途定める産業廃棄物処理施設の維持管理に関する基準に適合

する処理設備を設けること。 

イ 煙突は、排ガス測定口を設けるとともに、周辺環境に影響を及ぼさないよう必要な

高さを有すること。 

ウ 焼却前の産業廃棄物の保管場所は、必要に応じ屋内構造とすること。ピットに産業

廃棄物を保管する場合、ピット内空気は燃焼室に供給又は脱臭装置を設ける等により

臭気が外部にもれないようにすること。 

エ 必要に応じ、非常用発電設備を設けること。 

オ 可能な限り、白煙対策を講じること。 

カ 感染性廃棄物を処理する場合には、容器ごと直接投入できる装置を設けること。 

(2) 廃酸又は廃アルカリの中和施設 

ア ｐＨ調整槽内のｐＨを管理するためのｐＨ計及び自動記録計を設けること。 

イ 受け入れた産業廃棄物の性状等の試験を行う機器を備えた試験室を設けること。 

ウ 中和反応に伴い発生するガスにより周辺の生活環境に影響を及ぼすおそれがある

場合は、ガス吸収装置等を設けること。 

(3) 有害物質を含む汚泥のコンクリート固型化施設 

ア 施設から発生する排水は、循環利用し外部へ排出しない構造であること。 

イ 受け入れた産業廃棄物及び処理後の産業廃棄物の試験を行う機器を備えた試験室

を設けること。 

(4) 汚泥、廃酸、廃アルカリに含まれるシアン化合物の分解施設 

ア 反応槽には、ｐＨ計、ＯＲＰ計、ＣＮ計及びその自動記録計を備えること。 

イ 受け入れた産業廃棄物及び処理後の産業廃棄物の試験を行う機器を備えた試験室

を設けること。 

(5) 破砕施設 

ア 施設構造物及び工作物は強固な基礎に固定すること。 

イ 破砕施設は防音及び防塵構造とすること。 

ウ がれき類の破砕施設にあっては、「神戸市建設廃材再生材使用基準」に準じて設置
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すること。 

 

3 積み替え・保管施設の個別基準 

(1) 飛散、流出及び悪臭の防止 

ア 管理型産業廃棄物、廃プラスチック類又はゴムくずに係る施設は、建築物による屋

内構造とすること。 

イ 廃油、廃酸、廃アルカリ又は高含水汚泥を対象とする場合にあっては、同建屋内で

密閉できる保管容器（ドラム缶等）を設けること（廃油、廃酸、廃アルカリ又は高含

水汚泥を密閉式貯留槽で保管する場合を除く。）。 

ウ 安定型産業廃棄物（廃プラスチック類及びゴムくずを除く。）を対象とする場合に

あっては、原則として、コンクリート造りの高さ 4m 以下、三方囲いの施設を設ける

こと。 

(2) 仕切設備 

複数の産業廃棄物を対象とする場合にあっては、産業廃棄物の種類ごとに保管できるよ

う仕切設備を設けること。 

 


